
令和２年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

消防・防災体制の
充実

治山・治水対策の推進と災害危険箇
所の整備

1 水防協議会運営事業

2 特定空家等対策事業

3 特定空家等除却促進事業

4 空き家等実態調査事業

5 水防資機材整備事業

6 水防活動事業

7 水防倉庫維持管理事業

8 急傾斜地崩壊対策参画事業

9 利根川治水同盟参画事業

10 渡良瀬川治水同盟参画事業

11 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業

12 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業

13 田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会支援事業

14 河川維持補修事業

15 普通河川等改良事業

16 普通河川鷲川改修事業

17 普通河川菊水川改修事業



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 8 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 岩上　正

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 審議会・協議会等運営事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

協議会開催回数 回 0 1 0 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

協議会委員条例定数 人 25 25 25 25 25

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

協議会開催回数 回 0 1 0 1 1 

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

普通河川の整備延長　　　　
m - 221 245 479.5 200

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 46 30 46
事業費計（A) 千円 0 46 0 30 46

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

委員報酬 46 委員報酬 30 委員報酬 46

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 30 30 30 30 30
人件費計（B) 千円 114 115 114 109 109

トータルコスト（A)＋（B) 千円 114 161 114 139 155

事務事業マネジメントシート

事務事業名 水防協議会運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12265 一般 9 1 4 水防協議会運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　Ｓ６０年度～
根拠
法令

条例等

・水防法

・佐野市水防計画改訂に伴い、11月13日に、佐野市防災会議の開催に併せ、第１回佐野市水防協議
会を開催した。
・佐野市水防計画を改訂し、関係機関等へ３月末発出した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

水防協議会委員
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

水防力の整備強化を図るため、幅広く意見を求
め、調査・審議を行う。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

・危険個所の整備を行い、土砂災害や水害の
発生を抑える。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

関係行政機関の職員、水防関係団体の代表
者、学識経験を有する者25名の委員で構成さ
れ、水防に関する重要事項を調査審議する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 水防協議会運営事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

地方自治法の規定に基づく、合併前の昭和６０年佐野市水防協議会条例により水防行政の円滑な運
営を図るため、市長の諮問に応じ、水防に関する重要事項を調査審議するため開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

合併により、新市の議会定数が変わり、委員に含まれる市議会の総務常任委員が増員となった。その
後、平成２７年９月関東・東北豪雨や平成３０年７月豪雨等において大規模な被害が発生し、市民の水
害への危機意識は高まっており、想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域の公表に伴い、より専
門的な委員への変更となる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

令和元年東日本台風の災害を踏まえ、議会より水防計画の見直しなどについて意見や要望があった。

結びついている
理由・
改善案

水防に関する重要事項を調査審議し、災害の恐れがある時、または発生時に、迅速かつ適切な水防
態勢の整備及び水防活動を目的とするものであるため、政策体系と結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の安全を確保することは自治体の責務であり、関係法令に基づく水防行政の円滑な運営を図るた
め、市が行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

市長の諮問に応じて、水防に関する重要事項を調査審議するため、対象・意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

有識者や関係機関から広く意見を求めるものであり、成果の向上余地にはなじまないものである。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は委員の報酬であり、人件費は審議会開催に要する費用であり、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

審議会の運営に関する事業であり、受益者負担を求めるものではない。

総
合
評
価

市民の安全を確保するための審議会であり、水防行政に支障をきたすので、休止、終了はできない。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月

年度

５

１

１

３

空家等対策計画に基づき、空家等に関する施
策を総合的かつ計画的に推進する。
・空家等対策協議会の運営
・空家等の調査
・特定空家等に対する措置

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 11,448 9,553 9,919

事業費計（A) 千円 510 369 1,567

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

災害発生時の被害を最小限に抑える 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

防災力が向上した割合 ％ 78.4 80.8 83.0 93.9

事務事業マネジメントシート

事務事業名 特定空家等対策事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11975 一般 8 5 1 特定空家等対策事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ28年度～
根拠
法令

条例等

空家等対策の推進に関す
る特別措置法

9,093 9,093
トータルコスト（A)＋（B) 千円 11,958 9,922 11,486 10,205 10,469

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 3,000 2,500 2,600 2,500 2,500

90

電算委託料 86

工事請負費 1,242 業務委託料 55 電算委託料

57

電算委託料 85 電算委託料 86 電算委託料 87 手数料 805 手数料 906

通信運搬費 204 通信運搬費 75 通信運搬費 61 通信運搬費 13 通信運搬費

43

印刷製本費 101 印刷製本費 90 印刷製本費 84 印刷製本費 83 印刷製本費 161

消耗品費 22 消耗品費 14 消耗品費 17 消耗品費 40 消耗品費

100

旅費 13 旅費 10 旅費 11 旅費 0 旅費 19

報償費 85 報償費 95 報償費 65 報償費 30 報償費

1,112 1,376
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 510 369 1,071 1,112 1,376

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 496

特定空家等に対する助言及び
指導による解消件数

件 5 1 0 0 2

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

広報さのへの掲載回数 回 8 9 8 6 8

①市内に存する建築物の所有者等
②市内に存する空家等

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

①空家等の発生抑制や適切な管理、活用、除
却を行ってもらう。
②適切に管理又は活用がされている。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

建築物の所有者等 人 43,950 44,049 44,245 44,374 44,200
H27実態調査　空家件数 件 2,230 2,230 2,230 2,230 2,230

空家等現地調査件数 件 191 149 152 200 180

特定空家等に対する助言及び
指導件数

件 9 3 2 2 5

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

協議会開催回数 回 3 3 2 0 3

空家等対策計画の推進
・空家等対策協議会は、コロナウィルス感染拡大の状況から開催せず、関係資料の送付のみとし
た。
・空家等の調査
・特定空家等の認定及び措置

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 検査・調査事務

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 空き家対策室

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 空き家対策係 担当課長名 毛塚英夫

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日

評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



有
効
性
評
価

空家等対策計画及び空家法に基づく措置等により、空き家の発生抑
制や適切な管理の促進を図る。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

空家等対策協議会の運営や空き家相談会の実施、空家等の現地及び所有者の調査等を行うため
の最低限の予算及び人数により実施しているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は、悪影響を及ぼす空家等の周辺の地域住民、いわゆる市民であり地域であることから、負
担を求める必要がない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

所有者不存在の空き家で周辺への危険性がある案件について、相続財産管理人制度の活用に新たに取り
組んだ。

結びついている
理由・
改善案

地域住民の生活環境に悪影響を及ぼす空き家対策を行うことは、安心して安全に暮らせるまちづく
りに寄与するものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

適切に管理されていない空き家が市内に存在しなくなった場合に、終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

類似事務はないが、建築基準法やきれいなまちづくり条例等により、建築物や空き地等の指導を実
施しているため、連携を図りながら進める必要がある。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

空家等対策の推進に関する特別措置法では、市町村の責務として、「空家等対策計画の作成及び
これに基づく空家等に関する対策の実施その他空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努
めるものとする」と規定されている。

妥当である
理由・
改善案

所有する建築物を空き家にしない又は空き家を適切に管理するのは、所有者等の責務であり、市内
に存する空き家を適切に管理又は活用される状態にしたいため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

適切に管理されていない空き家の所有者に対する通知や特定空家等への助言、指導により、適切
な管理の促進や空き家の活用、除却の促進を図ることができる。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成２７年５月２６日に「空家等対策の推進に関する特別措置法」全面施行されたことを受け、市内
全域の空き家実態調査を行った。その空き家対策を計画的に進めていくため平成２８年度から開始
した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

急激に進行する少子高齢化社会において、空き家に関する問題は全国的に表面化していおり、特
に適切に管理されないまま放置されている空き家が大きな社会問題となっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

議会や町会長連合会から空き家対策の積極的な推進を要望されている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 特定空家等対策事業 担当部 都市建設部 担当課 空き家対策室 担当係 空き家対策係



年 月

年度

５

１

１

３

市内に存する市民の生活環境に悪影響を与
えている特定空家等の除却を促進するため、
空家等の解体工事費の一部（1/2、上限50万
円）を助成する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 2,671 2,675 2,671

事業費計（A) 千円 9,724 8,501 16,188

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

災害発生時の被害を最小限に抑える。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

防災力が向上した割合 ％ 78.4 80.8 83.0 93.9

事務事業マネジメントシート

事務事業名 特定空家等除却促進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11974 一般 8 5 1 特定空家等除却促進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ29年度～
根拠
法令

条例等

空家等対策の推進に関す
る特別措置法

2,546 2,546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 12,395 11,176 18,859 14,153 19,546

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 700 700 700 700 700

17,000補助金 9,724 補助金 8,501 補助金 16,188 補助金 11,607 補助金

11,607 17,000
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 4,862 4,252 8,096 5,928 8,500

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 4,862 4,249 8,092 5,679 8,500

補助金による不良空家の除却
件数

件 10 7 10

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

補助金による特定空家等の除
却件数

件 20 19 24 17 24

空き家等所有者等 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

周辺の生活環境に悪影響を及ぼす特定空家
等を除却してもらう。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

H27実態調査 空家件数 件 2,230 2,230 2,230 2,230 2,230

特定空家等認定数 件 34 24 26 14 40

補助金交付件数（不良空家） 件 10 7 10

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

補助金交付件数（特定空家
等）

件 20 19 24 17 24

・申請に伴う特定空家等の認定
・特定空家等除却促進事業補助金の申請受付（24件）
・特定空家等除却促進事業補助金の交付（24件）

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 空き家対策室

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 空き家対策係 担当課長名 毛塚英夫

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日

評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



有
効
性
評
価

近年、台風や突風・竜巻などの自然災害を受けて突発的に危険な状
態となる空き家が増え、除却補助の相談も増えている。地域の安全を
確保するためには危険な状態となった空き家の速やかな除却を進め
る必要があり、補助件数を増やし成果の向上を図る。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

補助金を交付することで老朽危険空家の解体を促進する事業であるため、事業費を削減することは
できない。また、人件費についても交付申請及び特定空家等認定のための人件費であるため削減
することはできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

補助金の交付事業であるため、受益者負担を求める必要はない。
また、老朽危険空家の解消は、周辺の地域住民（市民）も受益者となることから負担を求める必要
はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

周辺地域に悪影響を及ぼす老朽危険空家を除却することにより、環境や景観、防災、防犯の向上を
図り、安心して安全に暮らせるまちづくりに結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

国庫補助を財源とする補助金であり、国の方針を踏まえて見直していくものとする。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

資金や相続等を問題に、空き家を解体できない所有者に対し、インセンティブを与えることにより老
朽危険空家の解体を促進し、当事者の権利において解体していただくため。

妥当である
理由・
改善案

老朽危険空家の所有者等による空家の解体を促進する事業であるため妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

近年、台風や突風などの自然災害により突発的に危険な状態になる空き家が増えており、広報さの
やホームページ等において継続的にPRを行うことにより成果の向上が見込まれる。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

空家等が増加傾向にある本市において、地域に悪影響を及ぼす老朽危険空家等の早急な除却を
促進させるため企画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

全国的に空き家が増加し、放置された空き家が地域に悪影響を及ぼすなど問題となり、平成２７年５
月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が全面施行された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

平成２６年８月１２日付で佐野市町会長連合会より、「空家対策に関する条例制定の要望書」が提出
され、老朽危険空家等への早急な対策を求められた。

B表（事後評価シート）

事務事業名 特定空家等除却促進事業 担当部 都市建設部 担当課 空き家対策室 担当係 空き家対策係



年 月

年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日

評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 空き家対策室

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 空き家対策係 担当課長名 毛塚英夫

事業分類 検査・調査事務

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 新規事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

住宅総数（市内　住宅・土地統
計調査）

戸 55,980

・4月～5月　調査計画作成、調査地図作成
・5月～1月　実態調査実施、調査結果入力
・2月～3月　補足調査実施、結果集計

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

H27実態調査　空家件数 戸 2,230

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

調査進捗率 ％ 100

市内に存在する空き家 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市内の全ての空家を存在を調査し、空家の状
態を把握する。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 1,327
1,327 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

職員手当等 187

報酬 1,126

旅費 0

共済費 14

1,819 0
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 3,146 0

人
件
費

正規職員従事人数 人 2
のべ業務時間 時間 500

事務事業マネジメントシート

事務事業名 空き家等実態調査事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11980 一般 8 5 1 空き家等実態調査事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

　R2年度
根拠
法令

条例等

空家等対策の推進に関す
る特別措置法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

災害発生時の被害を最小限に抑える。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

防災力が向上した割合 ％ 78.4 80.8 83.0 93.9

佐野市空家等対策計画（計画期間H28～R3）
がR3年度で満了することから、次期計画策定
に向け、市全域2回目（初回：H27度実施）の空
家等実態調査を実施する。
実施方法は、市の臨時嘱託員（空き家調査
員）が市内全域をまわり、外観目視による空き
家の調査を行う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 0 0

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 空き家等実態調査事業 担当部 都市建設部 担当課 空き家対策室 担当係 空き家対策係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

佐野市空家等対策計画（計画期間H28～R3）がR3年度で満了することから、次期計画策定に向け、
市全域2回目（初回：H27度実施）の空家等実態調査を実施する。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

急激に進行する少子高齢化社会において、全国の空家戸数は増加傾向にある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

佐野市空家等対策計画において、定期的に空家の実態調査を行うこととなっている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

空家等対策の推進に関する特別措置法により、空家等対策計画は市町村が定めることとされてい
る。

妥当である
理由・
改善案

R3年度で満了する佐野市空家等対策計画の次期計画策定にあたり、空家等実態の現状を把握す
る必要があるため。

成果向上余地がない
理由・
改善案

現状の空き家の実態を把握することが目的の事業である。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

市内の空き家戸数と状態の現状を把握できたとき。

結びついている
理由・
改善案

空家等の適切な管理や活用、除却は、より安全で安心して暮らせるまちづくりにつながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業終了
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は現地調査に必要な最低限の人件費であり、削減することはできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

空家等対策に関する業務は市の業務であり、受益者負担を求めるものではない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 消防本部 担当課 総務課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 消防団係 担当課長名 飯島美津浩

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

水防倉庫数
棟 9 8 8 8 8

救命胴衣配備数
着 244 244 244 315 376

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706
消防団員 人 691 688 679 666 720

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

水防倉庫維持管理数
棟 9 8 8 8 8

救命胴衣配備数
着 244 244 244 315 376

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

消防団の充足率
％ 93.1 92.7 91.5 89.8 97.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 85 144 40 496 828
事業費計（A) 千円 85 144 40 496 828

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

消耗品費 85 消耗品費 144 消耗品費 40 消耗品費 496 消耗品費 728

原材料費 100

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 10 10 10 10 10
人件費計（B) 千円 38 38 38 36 36

トータルコスト（A)＋（B) 千円 123 182 78 532 864

事務事業マネジメントシート

事務事業名 水防資機材整備事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12263 一般 9 1 4 水防資機材整備事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

水防法

土のう袋1200枚、救命胴衣７１着購入した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民及び消防団員
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

水防資機材を整備し、台風や集中豪雨の際に、
安全・迅速な水防活動を可能とすることにより、
市民の生命・身体・財産を守る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

災害発生時に迅速・適切な水防活動ができるよ
うにする。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

水防活動の拠点となる水防倉庫７箇所（８棟）
に、各種災害に対応した資機材の必要量を確
保する。また、水防活動で必要となる救命胴衣
を整備し、団員の安全確保を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 水防資機材整備事業 担当部 消防本部 担当課 総務課 担当係 消防団係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

水防法の規定に基づく、合併前の佐野市消防団条例（昭和26年佐野市条例第17号）の規定によ
り開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

合併に伴い、消防団員の定数が742名、消防団車両６２台、消防団機械器具置場６１箇所、水防倉庫
10箇所となった。現在、水防倉庫については、7箇所（8棟）である。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

なし

結びついている
理由・
改善案

水防資機材を整備し、消防団員の安全を確保するとともに、水害による被害を軽減し市民の生命・身
体・財産を守るものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

水防資機材を整備し、消防団員の安全確保と水害による被害を軽減するための対策を講じることは市
の責務である。

妥当である
理由・
改善案

水防資機材を整備することは、消防団員の安全確保と水害による被害の軽減に繋がるため、妥当であ
る。

成果向上余地がない
理由・
改善案

水防資機材の整備は消防団員の安全確保と、市民の生命・身体・財産を守るための基本となる事業で
あるため、現状の事業執行が妥当である。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最小限の事業費と人員で事務を進めているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

水防に関する事務事業は、市の責務であり、受益者負担を求める必要はない。

総
合
評
価

常に水防資機材を確保・整備しておく必要があるため、休止・終了は出来ない。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 消防本部 担当課 総務課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 消防団係 担当課長名 飯島美津浩

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

土のう用砂
㎥ 2 2 2 10

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

消防団員 人 691 688 679 666

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

土のう用砂
㎥ 2 2 2 10

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

消防団員の充足率
％ 93.1 92.7 91.5 89.8

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 751 11 10 53 0
事業費計（A) 千円 751 11 10 53 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

消耗品費 688 原材料費 11 原材料費 10 原材料費 53 原材料費 0

原材料費 63

正規職員従事人数 人 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 10 10 10 10
人件費計（B) 千円 38 38 38 36 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 789 49 48 89 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 水防活動事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12264 一般 9 1 4 水防活動事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

土のう用砂１０㎥を購入した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

消防団
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

水害発生時、消防団が土のうを活用した水防工
法を迅速に開始できるよう、土のうの備蓄体制
を万全なものとする。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

水害発生時、消防団が土のうを活用した水防工
法を迅速に開始することにより、被害の軽減を
図ることが可能となる。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

水防活動時に必要とされる原材料の購入

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 水防活動事業 担当部 消防本部 担当課 総務課 担当係 消防団係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成２６年佐野市消防本部発足時に開始となる。水害発生時には被害軽減のための各種水防工法を
実施するが、土のうの活用例は多岐にわたり、また多くの土のうを使用することから、土のうについては
常に備えておかなければならない。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

合併により１市２町の消防団が統合され、消防団員の定数が７４２名となる一方、近年の風水害は大規
模化、激甚化する傾向にある。風水害による被害軽減及び消防団員の効果的な水防工法活動のた
め、事業の充実強化は継続的に必要である。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

なし

結びついている
理由・
改善案

風水害発生時には大量の土のうを活用するための、事業を継続することで被害の軽減を図ることがで
きる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

水防活動で使用する土のうの整備は、市民生活の安心・安全の確保に繋がっており、市の責務で実施
しなければならない。

妥当である
理由・
改善案

土のうの整備を図ることで、災害発生時に市民の生命・身体・財産を守ることができるので妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

土のうの整備は市町村の責務であり、現況の業務で成果は十分に出ている。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

予想される風水害に対し必要となる数量の原材料確保であるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

土のうの整備は市町村の責務であり、受益者負担を求める余地はない。

総
合
評
価

令和元年東日本台風では本市においても甚大な被害が生じており、消防団が市内各所で使用した土のうは約１０００袋である。今後も同様の
災害発生が危惧されるなか、水防活動では土のうを活用した工法が多く、また大量の土のうを必要とすることから、今後も事業を継続して行く
必要がある。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 消防本部 担当課 総務課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 消防団係 担当課長名 飯島美津浩

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

水防倉庫
棟 9 8 8 8 8

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

水防倉庫 棟 9 8 8 8 8

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

水防倉庫維持管理数
棟 9 8 8 8 8

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

消防団員の充足率
％ 93.1 92.7 91.5 89.8 97.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 11 996 15 12 147
事業費計（A) 千円 11 996 15 12 147

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

光熱水費 7 光熱水費 9 光熱水費 11 光熱水費 9 光熱水費 13

修繕費 0 修繕費 0 修繕費 0 修繕料 0 修繕料 130

火災保険費 4 火災保険費 4 火災保険費 4 火災保険料 4 火災保険料 4

工事請負費 983

正規職員従事人数 人 4 4 4 4 4
のべ業務時間 時間 10 10 10 10 10
人件費計（B) 千円 38 38 38 36 36

トータルコスト（A)＋（B) 千円 49 1,034 53 48 183

事務事業マネジメントシート

事務事業名 水防倉庫維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12266 一般 9 1 4 水防倉庫維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

水防法

水防倉庫の維持管理を行った。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

水防倉庫
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

適正な維持管理を行うことで、効率的な水防活
動が可能となる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

災害発生時に、迅速かつ適切に活動を可能に
する。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

水防管理団体として河川の氾濫等の水害によ
る被害を防ぐため、水防倉庫の適正な維持管
理を行い、効率的な水防活動を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 水防倉庫維持管理事業 担当部 消防本部 担当課 総務課 担当係 消防団係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

水防法の規定に基づき、合併前の佐野市消防団条例（昭和26年佐野市条例第１７号）の規定によ
り開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

合併により消防団員定数が７４２名になった。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

なし

結びついている
理由・
改善案

水防倉庫の適正な維持管理を行うことで、水害時の迅速な対応による被害の軽減が可能となり、市民
の生命・身体・財産を守ることに繋がる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の安全を確保することは市の責務であり、水防倉庫の維持管理を市が行うのは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

水防倉庫の適正な維持管理を行うことにより、効率的な水防活動が可能となるため妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

現状の方策で、水防倉庫の適正な維持管理が適切に実施できており、妥当である。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最小限の事業費と限られた人員で事務を進めているため、削除の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

水防倉庫の適正な維持管理を図ることにより、水害による被害を軽減し、市民の生命・身体・財産を守
るものであり、受益者負担を求めるものではない。

総
合
評
価

休止・終了することにより、水防倉庫の機能が果たせず、市民生活に影響が及ぶため休止・終了はできない。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

３

急傾斜地の崩壊による災害防止に関する法
律に基づき、栃木県が施行する急傾斜地崩壊
対策工事に対して、地方財政法第２７条に基
づき、負担金を支払う。
（概算事業費）
山根A：秋山町地内（全体事業費　185,000,000
円）
山際A：田沼町地内（全体事業費　 40,000,000
円）

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全
を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 急傾斜地崩壊対策参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 10790 一般 8 1 1 急傾斜地崩壊対策参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

平成24年度～　　年度
根拠
法令

条例等

急傾斜地の崩壊による災害防止
に関する法律
地方財政法

人件費計（B) 千円 477 478 477 455 455
トータルコスト（A)＋（B) 千円 10,052 9,275 10,090 9,649 21,455

人
件
費

正規職員従事人数 人 6 6 6 6 6
のべ業務時間 時間 125 125 125 125 125

21,000負担金、補助及び交付金 9,575 負担金、補助及び交付金 8,797 負担金、補助及び交付金 9,613 負担金、補助及び交付金 9,194 負担金、補助及び交付金

事業費計（A) 千円 9,575 8,797 9,613 9,194 21,000
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 9,575 8,797 9,613 9,194 21,000

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

普通河川の整備延長 ｍ 200 221 245 480 200

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業完了箇所 箇所 18 18 19 19 20

急傾斜地崩壊対策工事 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

急傾斜地崩壊対策工事を完成させ、急傾斜地
崩壊危険区域内の安全を確保する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

事業実施中箇所 箇所 4 2 2 2 2

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

事業進捗率 ％ 26.9 26.9 28.3 28.4 29.8

栃木県が実施する急傾斜地崩壊対策工事に対する受益者負担金
・山根A　Ｒ２年度事業費   現年度分　　　　　　　   50,232,240円×負担率　5％＝負担金 2,511,612円
                                    Ｒ１年度からの繰越分　28,373,347円×負担率  5％＝負担金 1,418,667円
・山際Ａ  Ｒ２年度事業費   Ｒ１年度からの繰越分  26,323,000円×負担率20％＝負担金 5,264,600円

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 管理係 担当課長名 黒田　英文

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

急傾斜地崩壊対策工事の受益者負担率は、国の通達により決まっていることから、それを削減する
ことはっできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

急傾斜地崩壊対策工事は、急傾斜地の土地所有者等のためだけでに実施するものではなく、周辺
の第三者や公共施設等を含め、不特定多数の市民に対し、安全を確保するために行うものである
ため、特定の個人に受益者負担を求める必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成２４年において、栃木県が国に補助要望していた急傾斜地崩壊対策事業が採択されたため、地
方財政法に基づく受益者負担金を求められた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

近年の異常気象により、自然災害が多発しており、住民の災害への不安と防災意識が高まってい
る。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

東日本大震災や関東東北豪雨などの異常気象を受けて、議会においては、毎回のように防災に関
する質問がある。

結びついている
理由・
改善案

急傾斜地崩壊対策工事が実施されることにより、急傾斜地崩壊危険区域内の土砂災害が防止さ
れ、市民の安全が確保される。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

急傾斜地崩壊対策工事が全て完了した時、事業が終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

地方財政法第２７条に基づき、市が、急傾斜地崩壊対策工事の経費を一部負担するものである。

妥当である
理由・
改善案

市が急傾斜地崩壊対策工事の経費を一部負担することにより、栃木県が実施する急傾斜地崩壊対
策工事が促進され、その結果として、その危険区域内の安全を確保することにつながることから、対
象と意図を見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

栃木県が実施する急傾斜地崩壊対策工事の経費の一部を市が負担することが、その危険区域内
における市民の安全を確保することに直結しており、十分に成果が発揮されている。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 急傾斜地崩壊対策参画事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 管理係



年 月
年度

５

１

１

３

利根川治水同盟に構成員として参画し、会費
として負担金を支出する。同盟主催の会議及
び国への要望活動に出席する。

※利根川治水同盟とは、利根川の治水・利水
に関する方策を研究するとともに、事業促進を
図ることを目的とし、関係する地方公共団体、
公営企業等で組織する団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全
を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 利根川治水同盟参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11266 一般 8 3 1 利根川治水同盟参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　昭和４０年度～　　年度

根拠
法令

条例等

利根川治水同盟規約

人件費計（B) 千円 572 573 572 546 546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 606 605 601 571 582

人
件
費

正規職員従事人数 人 6 6 6 6 6
のべ業務時間 時間 150 150 150 150 150

11

負担金 25 負担金 25 負担金 25 負担金 25 負担金 25

普通旅費 9 普通旅費 7 普通旅費 4 普通旅費 0 普通旅費

事業費計（A) 千円 34 32 29 25 36
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 34 32 29 25 36

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

普通河川の整備延長 ｍ 200 221 245 480 200

政府提案活動要求事項 事項 9 9 10 11 9

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

構成団体数 団体 111 112 113 113 113

利根川の治水・利水事業 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

利根川治水同盟が行う政府提案活動要求に
より、治水・利水事業の促進を図る。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

一級河川利根川の総延長 ㎞ 322 322 322 322 322
一級河川渡良瀬川の総延長 ㎞ 107 107 107 107 107

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

活動参加回数 回 3 2 2 1 2

（市の活動）
利根川治水同盟に会費として負担金を支出する。同盟主催の会議及び国への要望活動に出席す
る。
（利根川治水同盟の活動）
会議（１回／年）を主催し、国への要望活動を行う。同盟関係の情報を収集し、会員への情報提供を
行う。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 管理係 担当課長名 黒田　英文

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

負担金の額は同盟総会において決議されているため、削減することは困難である。活動参加費につ
いてもこれ以上削減することはできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は不特定多数の市民であり、受益者を特定できないことから受益者負担を求めることができ
ない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

利根川治水同盟は、昭和22年のカスリーン台風により利根川堤防が決壊し、甚大な被害を受けたこ
とから発足した。本市が参画した時期は不明だが、同盟規約が昭和40年に制定されていることか
ら、この頃だと思われる。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

全国的に公共土木事業は減少傾向にある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

結びついている
理由・
改善案

利根川治水同盟の行う政府提案活動要求により、一級河川利根川の本支流の治水・利水事業が促
進することは、土砂災害や水害の発生を防止することから、結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

一級河川利根川の本支流において河川整備が完了し、本同盟の総会において解散が決議されたとき、事業を終了することができる。

類似事務事業名 土木事業関係各種同盟会・協議会

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

目的の対象が異なるため、統合・連携はできない。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

利根川治水同盟規約第6条に「正会員は、利根川の治水または利水に関係を有する公共団体及び
公営企業体であって」と定められているため、市が行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全を確保するためには、一級河川利根川の治水・利水
事業が促進する必要があり、そのためには利根川治水同盟の行う政府提案活動要求が必要となる
ことから、対象と意図を見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

一級河川秋山川の国直轄管理区間の河川整備が進んでいるため、事務事業の成果は出ている。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 利根川治水同盟参画事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 管理係



年 月
年度

５

１

１

３

渡良瀬川治水同盟に参画し、負担金を支出す
る。同盟主催の会議（3回/年）に出席し、国等
関係機関への要望活動を行う。

　
※渡良瀬川治水同盟とは、渡良瀬川本支流
の改修、砂防、治水の事業促進を図ることを
目的とし、渡良瀬川沿川の8市2町で構成して
いる団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全
を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 渡良瀬川治水同盟参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11264 一般 8 3 1 渡良瀬川治水同盟参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　昭和３２年度～　　年度

根拠
法令

条例等

渡良瀬川治水同盟規約

人件費計（B) 千円 572 573 572 546 546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 645 642 645 610 619

人
件
費

正規職員従事人数 人 6 6 6 6 6
のべ業務時間 時間 150 150 150 150 150

4

負担金 64 負担金 64 負担金 69 負担金 64 負担金 69

普通旅費 9 普通旅費 4 普通旅費 4 普通旅費 0 普通旅費

事業費計（A) 千円 73 69 73 64 73
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 73 69 73 64 73

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

普通河川の整備延長 ｍ 200 221 245 480 200

要望事項数 事項 23 20 21 19 20

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

要望活動参加団体 団体 10 10 10 1 10

一級河川渡良瀬川 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

渡良瀬川治水同盟が行う国への要望活動に
より、一級河川渡良瀬川の本支流の河川整備
が促進される。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

一級河川渡良瀬川の延長 ㎞ 107 107 107 107 107

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

活動参加数 回 4 4 4 3 4

（市の活動）
渡良瀬川治水同盟に参画し、負担金を支出する。同盟会主催の会議（3回／年）に出席する。

（渡良瀬川治水同盟の活動）
会議（４回／年）を開催し、国への要望活動を行う。河川行政の情報を収集し、会員へ情報提供す
る。今年度の要望活動については、感染症対策を鑑み、代表者及び事務局のみで実施した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 管理係 担当課長名 黒田　英文

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

◯ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

負担金の額は同盟会総会にて決議されているため、削減は困難である。活動参加費はこれ以上削
減することができない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

渡良瀬川治水同盟の要望活動により一級河川渡良瀬川の本支流の河川整備が促進し、水害等の
発生が防止された場合の受益者は、不特定多数の市民であり、受益者負担金を求めることはできな
い。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和22年のカスリーン台風により、渡良瀬川流域で甚大な被害を受けたことから、昭和28年に渡良
瀬川治水同盟が発足し、本市も参画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

全国的に公共土木事業は減少傾向にある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

結びついている
理由・
改善案

渡良瀬川治水同盟が行う国への要望活動により、一級河川渡良瀬川の本支流の河川整備が促進
されることから、土砂災害や水害を防止し市民の安全を守ることに結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

一級河川渡良瀬川の本支流の河川整備が終了し、同盟会総会にて解散が議決されたときに、事業を終了することができる。

類似事務事業名 土木事業関係各種同盟会・協議会参画事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

目的の対象が異なるため統合・連携できない。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

渡良瀬川治水同盟規約第１条に「渡良瀬川治水同盟は、渡良瀬川流域の市町、治水各種団体を
もって組織し」と定められており、８市２町で組織されている。

妥当である
理由・
改善案

土砂災害や水害の発生を防止し市民の安全を守るには、一級河川渡良瀬川の本支流の河川整備
の促進が必要であることから、対象と意図を見直す必要がない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

一級河川渡良瀬川の支流である一級河川秋山川について、渡良瀬川合流部から大古屋橋までの
間の河川整備が着実に進んでいる。また、その上流部から一級河川菊沢川放水路までの河川整備
についても着手された。したがって、事務事業の成果は十分に出ている。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 渡良瀬川治水同盟参画事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 管理係



年 月
年度

５

１

１

３

五県連合利根川上流改修促進期成同盟会に
構成員として参加し、会費として負担金を支出
している。また、同盟会主催の会議に参加し、
国等関係機関に対し、整備促進の要望活動を
行っている。

※五県連合利根川上流改修促進期成同盟会
とは、国土交通省利根川上流河川事務所が
管轄する利根川及びその本支流の上流部に
おける河川工事の促進を目的としており、栃
木県・埼玉県・群馬県・茨城県・千葉県内の関
係市町等により、構成されている団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全
を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11265 一般 8 3 1 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　昭和32年度～　　年度

根拠
法令

条例等

五県連合利根川上流改修
促進期成同盟会規約

人件費計（B) 千円 572 573 572 546 546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 650 651 650 624 624

人
件
費

正規職員従事人数 人 6 6 6 6 6
のべ業務時間 時間 150 150 150 150 150

78負担金 78 負担金 78 負担金 78 負担金 78 負担金

事業費計（A) 千円 78 78 78 78 78
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 78 78 78 78 78

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

普通河川の整備延長 ｍ 200 221 245 480 200

要望事項数 項目 14 14 12 12 14

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

要望活動参加団体数 団体 14 13 12 10 13

利根川の本支流 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

五県連合利根川上流改修促進期成同盟会が
行う国への要望活動により、利根川の本支流
の河川整備を促進する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

一級河川渡良瀬川の延長 ㎞ 107 107 107 107 107
（総延長）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

活動参加回数 回 5 5 5 4 5

（市の活動）
五県連合利根川上流改修促進期成同盟会に会費として負担金を支出し、会議（年４回）及び要望活
動に出席している。
（五県連合利根川上流改修促進期成同盟会）
年４回の会議を主催し、国への要望活動を実施している。また、情報収集を行い、会員となている市
への情報提供をしている。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 管理係 担当課長名 黒田　英文

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

負担金は会員の総意で決まるため、削減することは困難である。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は不特定多数の市民であることから、受益者負担を求めることはできない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和２２年に発生したカスリーン台風により、利根川堤防が決壊し、甚大な被害があったことから、
昭和３２年に五県連合利根川上流改修促進期成同盟会は発足し、その趣旨に賛同し、参画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

全国的に公共土木事業は縮小傾向にある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

結びついている
理由・
改善案

五県連合利根川上流改修促進期成同盟会が行う、国への要望活動の結果、利根川の本支流にお
ける河川整備が促進されることにより、土砂災害や水害の発生が防止され、市民の安全が確保され
る。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

利根川の本支流の整備が完了し、浸水被害の可能性がなくなった時に、事業を終了できる。

類似事務事業名 土木事業関係各種同盟会、協議会参画事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

同盟会・協議会ごとに対象が異なるため、統合・連携はできない。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

五県連合利根川上流改修促進期成同盟会規約陀第三条に『本会は、関係市町ならびに関係団体
をもって組織する。』と定められており、２１市、８町、２５団体（土地改良区等利水団体）が構成員と
なっている。

妥当である
理由・
改善案

利根川の本支流の河川整備が促進されることにより、土砂災害の水害の発生が防止され、市民の
安全が確保されることから、対象と意図を見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

五県連合利根川上流改修促進期成同盟会の要望活動により、利根川の本支流の整備が促進され
ており、十分成果は出ている。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 五県連合利根川上流改修促進期成同盟会参画事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 管理係



年 月
年度

５

１

１

３

栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同
盟会に構成員として参画し、会費として負担金
を支出している。同盟会主催の会議及び要望
活動に出席している。

※栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成
同盟会とは、栃木県南部地域における河川、
砂防及び水資源開発施設の整備促進を目的
とし、５市１町で組織する団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全
を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11267 一般 8 3 1 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　平成６年度～　　年度

根拠
法令

条例等

栃木県南部地域治水・砂防事
業促進期成同盟会規約

人件費計（B) 千円 572 573 572 546 546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 584 581 584 554 560

人
件
費

正規職員従事人数 人 6 6 6 6 6
のべ業務時間 時間 150 150 150 150 150

6

負担金 8 負担金 8 負担金 8 負担金 8 負担金 8

普通旅費 4 普通旅費 0 普通旅費 4 普通旅費 0 普通旅費

事業費計（A) 千円 12 8 12 8 14
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 12 8 12 8 14

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

普通河川の整備延長 ｍ 200 221 245 480 200

要望事項数 事項 28 24 24 31 24

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

要望活動参加団体数 団体 5 5 5 5 5

栃木県南部地域における河川・砂防及び水資
源開発事業

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同
盟会が行う国への要望活動等により、栃木県
南部地域における河川、砂防及び水資源開発
施設の整備を促進する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

一級河川数（佐野市内） 本 12 12 12 12 12
準用河川数（佐野市内） 本 3 3 3 3 3

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

活動参加回数（書面開催） 回 2 2 2 2 2

（市の活動）
栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会に、会費として、負担金を支出する。また、同盟会
主催の会議（２回／年）及び国への要望活動に参加している。
（栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会の活動）
書面開催の会議（２回／年）を主催し、国への要望活動も実施する。また、同盟会に係る情報を収集
し、会員への情報提供を行う。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 管理係 担当課長名 黒田　英文

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

負担金は、同盟会総会で決議されるため、減額することは困難である。活動経費も、これ以上、減額
することができない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は不特定多数の市民であり、受益者を特定することができないため、受益者負担を求めるこ
とができない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成６年に栃木県南部地域における河川事業の促進を図るため、関係市町長及び市町議会議長
が、本同盟会を結成した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

全国的に公共土木事業は、減少傾向にある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

結びついている
理由・
改善案

栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会が行う国への要望活動により、栃木県南部地域に
おける河川、砂防及び水資源開発施設の整備が促進されていることから、結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

栃木県南部地域における治水・砂防事業が全て完了し、同盟会総会において解散が議決されたとき、事業を終了することができる。

類似事務事業名 土木関係各種同盟会・協議会参画事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

目的の対象が異なるため、統合・連携はできない。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会規約第4条に「本会は、本会の目的に賛同する次
の者をもって、組織する。（１）関係市町長（２）関係市町議会議長」と定められている。

妥当である
理由・
改善案

土砂災害や水害を防止し、市民の安全を確保するには、栃木県南部地域における河川、砂防及び
水資源開発施設の整備を促進することが必要であり、そのためには本同盟会の国への要望活動が
必要であることから、対象と意図を見直す必要がない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

栃木県南部地域治水・砂防事業推進期成同盟会の要望活動により、市内の一級河川秋山川及び
一級河川菊沢川の河川整備事業、急傾斜地崩壊対策事業が行われており、事務事業の成果は出
ている。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県南部地域治水・砂防事業促進期成同盟会参画事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 管理係



年 月
年度

５

１

１

３

三好・野上地区内の一級河川旗川の河川砂
防改修の促進を図る運動を実施する田沼地
区旗川河川砂防促進期成同盟会に補助金を
支出し、その活動を支援する。

※田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟
会とは、地区内の町会長等で組織されている
団体であり、自主的に現地調査等を実施し、
河川管理者への要望活動を行っている。市町
合併前には旧田沼町から補助金を受けていた
が、平成22年まで活動が休止状態であった。
平成23年2月の補助金等見直し計画書では事
業再開時に改めて検討するとされていたが、
現在は、再開し、補助金を支出している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安全
を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11284 一般 8 3 1 田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　平成28年度～　　年度

根拠
法令

条例等

田沼地区旗川河川砂防改修
促進期成同盟会運営補助金
交付要領

人件費計（B) 千円 572 573 572 546 546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 622 623 622 596 596

人
件
費

正規職員従事人数 人 6 6 6 6 6
のべ業務時間 時間 150 150 150 150 150

50補助金 50 補助金 50 補助金 50 補助金 50 補助金

事業費計（A) 千円 50 50 50 50 50
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 50 50 50 50 50

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

山地災害危険個所の整備率 ％ 43 43.7 44 44 48

普通河川の整備延長 ｍ 200 221 245 480 200

要望事項数 個 8 8 7 7 8

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

要望活動参加者数 人 13 13 13 6 13

田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会
が行う要望活動により、栃木県が行う河川砂
防改修事業が促進される。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

同盟会会員数 人 25 25 25 25 25

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

要望活動回数 回 1 1 1 1 1

（市の活動）
田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会に補助金を支出し、その活動を支援する。

（同盟会の活動）
一級河川旗川の三好・野上地区内の現地踏査を実施のうえ、要望書を作成し、河川を管轄している
栃木県に提出している。本年度は、感染症対策を鑑み、安足土木事務所にて実施した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 管理係 担当課長名 黒田　英文

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

佐野市補助金等交付基準の補助金額の下限であり、これ以上削減することは、できない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

本同盟会を支援することにより、一級河川旗川の治水対策の推進に寄与しており、最終的な受益者
は、不特定多数の市民となる。支援する本同盟会は、対象経費の２分の１以上、負担している。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

本同盟会は、旧田沼町時代に、栃木県の指導により創設され、補助金を支出していた。その後、一
時、休止状態となっていたが、平成２３年に活動が再開された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

地元住民が、現地踏査のうえ要望書を作成し、栃木県に対し、要望活動を実施している。地元住民
が、旗川沿線地域における安全で快適な生活環境を確保するために、積極的な活動をすることは、
行政と市民の協働を具現化したものであり、今後、このようなことが、広がると考える。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

本同盟会の顧問である、元栃木県議会議員、佐野市議会議員、及び地元住民から、市からの補助
金による支援を求められている。

結びついている
理由・
改善案

本同盟会の要望活動が、一級河川旗川の河川砂防改修事業の促進に寄与することから、施策に結
びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

本河川の整備が不要となった時、本事業を終了できる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市民が地元にある河川の改修を管理者に要望しているものであり、その団体を市が支援することに
ついては、不妥当性がある。

妥当である
理由・
改善案

本同盟会の要望活動の対象が、一級河川旗川の河川砂防改修であり、要望活動の意図が、河川
砂防改修事業の促進である。本同盟会を市が支援することにより、治水対策が推進されることから、
対象と意図を見直す必要はない。

成果向上余地がない
理由・
改善案

本同盟会は、会員の総意により、適正に運営されていることから、成果向上の余地はない。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 田沼地区旗川河川砂防改修促進期成同盟会支援事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 管理係



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 河川係 担当課長名 黒田　英文

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 一部委託

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

準用河川及び主要な普通河
川の工事延長

ｍ 333.0 440.1 363.4 808.0 604.9

・小破修繕
・護岸工事、浚渫工事、維持修繕工事
・調査設計業務委託、清掃業務委託
　(修繕料 19,476千円、委託料 13,573千円、工事請負費41,384千円など事業費74,994千円を実施し
た。)
 （なお、工事請負費41,384千円のうち11,132千円は令和元年度からの繰越事業費（炭谷川改修工
事））

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

準用河川及び主要な普通河
川の除草延長

ｍ 21,745 21,745 21,745 21,745 21,745

準用河川及び主要な普通河
川の浚渫延長

ｍ 1,205 924 733 592 710

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

主要な普通河川延長 ｍ 86,470 86,470 86,470 86,470 86,470
準用河川及び主要な普通河川延長 ｍ 92,972 92,972 92,972 92,972 92,972

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

普通河川の修繕率 ％ 0.4% 0.5% 0.4% 0.9% 0.7%

　準用河川
　普通河川

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　河川の堤防が崩れている箇所の修繕工事や
土砂が堆積して流れを阻害している箇所の浚
渫を実施して、水害を防止する。

362 221 245 480 200

準用河川及び主要な普通河
川の除草実施率

％ 23.4% 23.4% 23.4% 23.4% 23.4%

準用河川及び主要な普通河
川の浚渫工事実施率

％ 1.3% 1.0% 0.8% 0.6% 0.8%

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 92,734 67,122 45,025 74,994 68,310
74,994 68,310

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

21,153

13.委託料 12,654 13.委託料 12,831 13.委託料 13,020 11.役務費 43 11.役務費 43

11.需用費 24,689 11.需用費 19,716 11.需用費 14,956 10.需用費 19,779 10.需用費

14,969

16.原材料費 248 16.原材料費 132 16.原材料費 0 13.使用料及び賃借料 10 13.使用料及び賃借料 11

15.工事請負費 52,898 15.工事請負費 33,934 15.工事請負費 17,049 12.委託料 13,573 12.委託料

31,878

18.備品購入費 70 22.補償、補填及び賠償金 417 22.補償、補填及び賠償金 0 15.原材料費 197 15.原材料費 249

17.公有財産購入費 536 17.公有財産購入費 92 17.公有財産購入費 0 14.工事請負費 41,384 14.工事請負費

722.補償、補填及び賠償金 1,639 26.公課費 7 26.公課費

4,692 4,692
トータルコスト（A)＋（B) 千円 97,657 72,051 49,946 79,686 73,002

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 4 4 5 4
のべ業務時間 時間 1,290 1,290 1,290 1,290 1,290

事務事業マネジメントシート

事務事業名 河川維持補修事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11300 一般 8 3 1 河川維持補修事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

河川法、佐野市公共物管
理条例、地方分権一括法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

 土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安
全を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

山地災害危険個所の整備率
(県林務部)

％ 43.4% 43.7% 43.7% 44.0% 48.0%

普通河川の整備延長 ｍ

　準用河川及び普通河川の危険箇所の補修
並びに草刈りや堆積土砂の浚渫など維持管
理を行うことにより、水害を未然に防止し安全
な生活環境を確保する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 4,923 4,929 4,921

事業費計（A) 千円 92,734 67,122 45,025

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 河川維持補修事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 河川係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　河川の維持・補修については、雨水災害に対しての不安を解消するために、小さな補修を含め市
民の要望が多数あり、従来から実施されてきた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　草刈りなど地域のボランティアにより実施されている部分もあるが、地域によっては高齢化が進み
地元で対応ができないため、市に対して草刈り等の要望が増加してきている。
　国から譲与を受けた法定外公共物（水路）が膨大となった。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　河川に関する要望は、市議会議員、町会などから多数寄せられている。特に流下断面不足による
浸水被害を解消するための河川改修や土砂浚渫の要望が多い。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水害を未然に防止し、市民の安全を守るための河川の維持管理は、自治体の重要な責務であり、
市が行うのは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

　この事業は、河川を適正に維持管理し、水害を防止することを目的で実施しているものであり、対
象は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　必要最小限の管理で機能を保全している。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　河川管理者として、河川の危険箇所の維持・修繕や工事を行うことは当然であり、休止・終了はない。

結びついている
理由・
改善案

　河川を適切に維持管理することにより、水害が未然に防止でき、市民の生命財産を災害(火災、地
震、水害、土砂災害等)から守ることができる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　河川への苦情等、日常管理する上において最低限の人件費であり、これ以上削減することはでき
ない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　河川という公共土木施設を維持管理する事業であり、特定の受益者を限定して負担を求めるもの
ではない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 河川係 担当課長名 黒田　英文

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

本事業の実施事業費 千円 37,633 194,799

　改良工事に伴う測量設計業務委託・・・9件
　改良工事・・・11件
(※改良工事・・・11件の内4件が年度内に完了、7件が令和3年度へ繰越)

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

本事業の実施事業費推計 千円 37,633 232,432

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

主要な普通河川の数 河川 42 42 42 42 42
主要な普通河川延長 ｍ 86,470 86,470 86,470 86,470 86,470

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

本事業での普通河川等の改
良件数

箇所 13 13

　普通河川等 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　自然災害に強い河川等にし、市民の生活環
境の安全が確保できるようにしたい。

362 221 245 480 200

本事業での普通河川等の改
良率

％ 4.0% 24.8%

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円 37,300 194,100

一般財源 千円 333 699
37,633 194,799

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

141,800

14.工事請負費 33,541 14.工事請負費 52,999

12.委託料 4,092 12.委託料

1,658 1,658
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 39,291 196,457

人
件
費

正規職員従事人数 人 5 4
のべ業務時間 時間 456 456

事務事業マネジメントシート

事務事業名 普通河川等改良事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11287 一般 8 3 1 普通河川等改良事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

R2年度～R7年度
根拠
法令

条例等
佐野市公共物管理条例

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安
全を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

山地災害危険個所の整備率
(県林務部)

％ 43.4% 43.7% 43.7% 44.0% 48.0%

普通河川の整備延長 ｍ

　安心して暮らせる地域をつくるため、「緊急自
然災害防止対策事業計画」に基づき、災害発
生の予防、又は災害の拡大を防止することを
目的とする。

・事業期間：令和2年度～令和7年度
・総事業費：936,532千円
・対象河川数：13河川

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 0 0

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 普通河川等改良事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 河川係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　令和元年１０月１２日の台風１９号にて被災した後、自然災害に強い河川等にし、市民の安全な住
民生活環境を確保出来るように開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　被災後の市民は、行政に対して災害の再発防止を強く要望していることから、施設管理者は今後
の対応を慎重に行わなければならない。
　また、事務事業を行うにあたり、国及び県等と密に連携する必要がある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　今後の災害対策として、議会の一般質問で上げられたり、市民からの要望等がある。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　河川等の公共土木施設を災害に強くするために改良を行う事業であり、施設管理者である市が改
良を行うべきである。

妥当である
理由・
改善案

　河川管理者として、水害等を防止する目的で普通河川の改良事業を実施していくものであり、対
象・意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　河川の護岸や河床を強固にすることにより、河川の安全を確保するもので、事業の進捗により、よ
り早く成果が期待できる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　計画河川の改良が完了することにより本事業は終了となる。

結びついている
理由・
改善案

　河川等を適切に改良することにより、水害が未然に防止でき、市民の生命財産を災害(火災、地
震、水害、土砂災害等)から守ることができるため、結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　災害発生の予防、災害拡大の防止を目的とし、計画的・継続的に行っていくで遅延することはでき
ないので、事業費・人件費を削減することはできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　本事業は河川そのものが原因となる水害を未然に防止するための事業で受益者負担を求める必
要はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×



年 月
年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 河川係 担当課長名 黒田　英文

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

河川改修済延長 ｍ 50.0 241.3 506.7 719.4

（R1繰越）
　Ｕ型水路布設工事　Ｌ＝216.9ｍ
（R2現年）
　Ｕ型水路布設工事　Ｌ＝48.5ｍ

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

年度別の河川改修延長 ｍ 50.0 191.3 265.4 213

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

鷲川の改修計画延長 ｍ 983 983 983 983

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

鷲川の整備率 ％ 5.1% 24.5% 51.5% 73.2%

　普通河川鷲川 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　普通河川鷲川の現況河道を拡幅する河川改
修工事により、台風や集中豪雨による出水に
対して水害のない河川にする。

362 221 245 480 200

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円 26,600 40,500 107,500 141,400

一般財源 千円 1,483 718 158 60
107,658 141,460

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

141,460

13.委託料 18,328 15.工事請負費 39,313 12.委託料 0

12.役務費 260 12.役務費 43 11.役務費 0 14.工事請負費

17.公有財産購入費 1,337 22.補償、補填及び賠償金 1,077 16.公有財産購入費 0

15.工事請負費 7,990 17.公有財産購入費 785 14.工事請負費 107,658

22.補償、補填及び賠償金 168 21.補償、補填及び賠償金 0

3,328 3,328
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 31,579 44,709 110,986 144,788

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 4 5 4
のべ業務時間 時間 915 915 915 915

事務事業マネジメントシート

事務事業名 普通河川鷲川改修事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11273 一般 8 3 1 普通河川鷲川改修事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H30年度～R4年度
根拠
法令

条例等

河川法、佐野市公共物管
理条例、地方分権一括法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安
全を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

山地災害危険個所の整備率
(県林務部)

％ 43.4% 43.7% 43.7% 44.0% 48.0%

普通河川の整備延長 ｍ

　普通河川鷲川は上下流が整備され、未整備
となっている区間において頻発している浸水等
の水害を解消するために、流下断面を大きく
する河川改修工事を実施する。

　河川改修延長：Ｌ＝983ｍ
　総事業費　Ｃ＝387,000千円
　ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ　2600×1500　Ｌ＝6ｍ
　Ｕ型水路　2600×1500　Ｌ＝896ｍ
　オープンシールド　2600×1500　Ｌ＝81ｍ

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 3,496 3,491

事業費計（A) 千円 0 28,083 41,218

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 普通河川鷲川改修事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 河川係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　宅地化の急激な進行により、現況河川の流下能力を超えた雨水の流出を招いて、度々氾濫を起こ
している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　　本河川の上流に位置する堀米駅東区域の宅地化が著しいことから、未改修河川の氾濫頻度が
増えている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　　市議会の一般質問において、鷲川は周辺の急激な宅地化が進んでいることから、維持管理だけ
ではなく拡幅改修すべきとの意見があった。
　大雨の度にパトロールを実施しているが、市民からいつまでたっても改善されないと苦情を言われ
る。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水害を未然に防止し、市民の安全を守るための河川の改修は、自治体の重要な責務であり、市が
行うのは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

　この事業は、河川を適正に維持管理できるように原状回復のために河川を改修している、水害を
防止することを目的で実施しているものであり、対象は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　必要最小限の改修で機能を保全している。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　計画河川の整備が完了することにより本事業は終了となる。

結びついている
理由・
改善案

　河川を適切に改修することにより、水害が未然に防止でき、市民の生命財産を災害(火災、地震、
水害、土砂災害等)から守ることができる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　河川への苦情等、日常管理する上において最低限の人件費であり、これ以上削減することはでき
ない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　河川という公共土木施設を維持管理する事業であり、特定の受益者を限定して負担を求めるもの
ではない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×



年 月

年度

５

１

１

３

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日

評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5113

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 治山・治水対策の推進と災害危険箇所の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 河川係 担当課長名 黒田　英文

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

河川改修が済んだ河川延長 ｍ 29.1 79.0 79.0 88.9 111.7

　東武鉄道へ軌道下を下越しする部分、延長9.9mの改修工事を委託
　ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ　2150×1350　Ｌ＝9.9ｍ
（令和元年度からの繰越した分）
　※令和２年度に予定していた工事は、令和３年度にて実施する。(令和３年度予算計上)

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

今年度の河川改修延長 ｍ 29.1 49.9 0.0 9.9 22.8

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

普通河川菊水川の改修計画
延長

ｍ 111.7 111.7 111.7 111.7 111.7

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

普通河川菊水川の整備率 ％ 26.1 70.7 70.7 79.6 100.0

　普通河川菊水川 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　普通河川菊水川の現況河道を拡幅する河川
改修工事により、台風や集中豪雨による出水
に対して水害のない河川にする。

362 221 245 480 200

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円 25,500 10,400 211,300 27,500

一般財源 千円 1,386 570 0 117 0
211,417 27,500

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

27,500

13.委託料 990 15.工事請負費 10,962 13.委託料 0 12.委託料 210,575

　9.旅費 0 　9.旅費 8 　9.旅費 0 　8.旅費 0 14.工事請負費

21.補償、補填及び賠償金 842

15.工事請負費 25,896 22.補償、補填及び賠償金 0 14.工事請負費 0

3,328 3,328
トータルコスト（A)＋（B) 千円 30,378 14,466 3,491 214,745 30,828

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 4 4 5 4
のべ業務時間 時間 915 915 915 915 915

事務事業マネジメントシート

事務事業名 普通河川菊水川改修事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11283 一般 8 3 1 普通河川菊水川改修事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H28年度～R3年度
根拠
法令

条例等
佐野市公共物管理条例

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　土砂災害や水害の発生を防止し、市民の安
全を確保する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

山地災害危険個所の整備率
(県林務部)

％ 43.4% 43.7% 43.7% 44.0% 48.0%

普通河川の整備延長 ｍ

　普通河川菊水川は上下流が整備され、未整
備となっている区間において頻発している浸水
等の水害を解消するために、流下断面を大き
くする河川改修工事を実施する。

　河川改修延長：Ｌ＝111.7ｍ
　集水面積：Ａ＝84.92ha
　総事業費　Ｃ＝282,000千円
　BOX　　　　2100×1400　Ｌ＝7.0ｍ
　　　　　　　　2150×1350　Ｌ=9.9ｍ
　Ｕ型水路　1700×1700　Ｌ＝52.9ｍ
　　　　　　 　2200×1700　Ｌ＝41.9ｍ

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 3,492 3,496 3,491

事業費計（A) 千円 26,886 10,970 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 普通河川菊水川改修事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 河川係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　区域の上下流は水路整備が完了しているが、東武鉄道の軌道下は未整備で流下断面が狭小なた
め、流下能力を超えた雨水の流出を招いて度々溢水を起こしている事から本区間の改修を平成28
年度から行う。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　近年のゲリラ豪雨など異常気象が頻発している事から未改修河川の溢水頻度が増えている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　大雨の度にパトロールを実施し、年に数回は現況河川が溢水して床下浸水や道路冠水を起こして
いるため、市民からいつまでたっても改善されないと苦情を言われている。
　平成26年7月18日　山越町会より要望書が提出される。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　普通河川の水害等を防止し、冠水や浸水のない住みやすい快適なまちづくりは河川管理者の重
要な責務である。

妥当である
理由・
改善案

　河川管理者として、水害等を防止する目的で普通河川の改修事業を実施していくものであり、対
象・意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　河川の流下能力を向上することにより、河川の安全を確保するもので、事業の進捗により、より早
く成果が期待できる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　計画河川の整備が完了することにより本事業は終了となる。

結びついている
理由・
改善案

　河川改修工事により水害が防止でき、市民の生命財産を災害（水害、土砂災害等）から守ることが
できるため住みやすい快適なまちづくりが達成できる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　東武鉄道や地域住民との連絡、調整に係る最小限度の人件費及び河川の安全が確保できる最も
低廉な工法での工事費を計上したもので削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　本事業は河川そのものが原因となる水害を未然に防止するための事業で受益者負担を求める必
要はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×
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